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肢体不 自由養護学校 に お け る地域支援 の 現状 と課題
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　全 国の 肢体不 自由養護学校を対象 と し、地 域 の 小 ・中学校等に在籍す る障害 の ある

児童生 徒に対 す る地域 支援 の 現状 と課題 に 関す る調 査 を行 っ た 。 多 くの 肢体不 自由養

護学校 が校務 と して 地域 支援 に取 り組 ん で い る現状 が明 らか に な っ た 。 しか し、 校務

へ 位置づ けた 時期 、 事 例数 、 担 当者 の 業務 の 状 況 、 支援 地域 の 設定等か ら、 支援 の 展

開に は 課題 が 残 さ れ て い る こ とが 示唆 さ れ た 。 肢体不 自由養護学校 に は 、 通常学級 の

教 師に対 して 、肢体 不 自由児 の 認知特性 と学習 の 困難 に対す る 気づ きと理解 を促 進す

る支援 を行 うこ とが 求め られ るが 、現状 で は 身体 の 不 自由 さ に着 日した支援が主 と し

て 行われ て お り、認知特性や学習 の 困難 さ を考慮 した 支援は少 な い こ とが看取 で きた 。

肢体不 白由養護学校 にお い て は 、 教 科指導 の 専 門性 を再考 し 、 その 専門性 を もとに し

た地域支援 を構築 して い くこ とが今後 の 課題 で ある 。
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1　 は じめ に

　2006年 6 月に 「学校教 育法等の
一

部 を改正 す

る 法律」が公布 された 。 盲 ・
聾

・養護学校 は特

別支援学校 と し て 、 こ れ まで 培 っ て きた 専門性

に基づ き、地域支援 の 充実 を図る よ う学校教 育

法第71条の 3 （新設）に盛 り込 まれ た 。

　 これ まで 盲 ・聾 ・養護学校 にお ける 地域 支援

に 関 して は 、 学習指導要領 に 「地域 の 実態 や 家

庭の 要請等に よ っ て 、 障害の ある 児童生 徒又 は

そ の 保 護者 に対 して 教育相談 を行 うな ど、各 学

校 の 教師の 専門性 や 施設 ・設備を生 か した 地域

に お ける 特殊教育に関する相談の セ ン ターと し

て の 役 割 を果 た す よ う努め る こ と」 （文 部 省 ，

1999） と規定 され た 。 さ らに、2005年 12月 に中

央教育審 議会に よ っ て 示 され た 「特別支援教 育

を推進す る た め の 制度の 在 り方 に つ い て （答

申）」 （以 下，答 申とする ）にお い て 、 特別支援

‡
筑波 大 学 大 学 院 人 間 総合科学研 究 科

＃
筑 波 大 学 大 学 院 教 育研 究科障害児 教 育専攻

学校 （仮称）が セ ン タ
ー

的機能を有効に発揮 し

て い くた め の 効果 的 な学校 運営 と して 、 「具体

的 に分 掌や 組 織 （例 えば 「地域支 援 部」 な ど）

を設けて 校 内の 組織体 制 を明確 にする こ とが 望

ま しい 」とされ、校長 の リ
ー

ダ
ー

シ ッ プ の もと、

目的 ・目標を 明確に して、組織 や 運営 の 仕 組み

を構 築 し、その 成果 を定期 的に 評価 す る こ と な

どが求め られ る 。

　答申や 2004年 1 月に 公表 され た 「小 ・中学校

に お け る LD 、　 ADHD 、高機 能 自閉症 等 の 児 童

生 徒へ の 教育支援体制整備の た め の ガイ ドライ

ン （試案）」（以 下 ，ガ イ ドライ ン とする）で は、

盲 ・聾 ・養護学校お よび小 ・中学校 は 、 関係機

関や保 護者 との 連絡調整 の 役割を担 う特別 支援

教 育 コ
ー

デ ィ ネ
ー

タ
ー

を指名す る こ と と し て い

る 。また 、特別支援教育 コ
ー

デ ィ ネ
ー

タ
ーを校

務分掌等へ 適切 に位置づ ける こ とが 重要 で ある

と されて い る 。

　 と こ ろ で 、 文部科学省初等 中等教育局特 別支

援教育課 （2006） に よれ ば、盲 ・
聾

・養護学校
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に お け る重複 障害学 級在籍率 は 43．1％で あ る 。

中で も肢体不 白由養護学校 に お ける 重 複障害学

級 在籍 率 は75．4％ と高 い 割合 を示 して い る 。 ま

た 、古川 （2004）に よれ ば、2001年度の 肢 体不

自由養護学校で は 「知的障害者を教育する養護

学校の 各教科と代替 した教育課 程」お よ び 「自

立活動 を主 とす る教育課程」 に 、小 学部78．0％ 、

中学部 71．3％ の 児童 生徒 が在 籍 して い る 。 こ の

こ とか ら現在 、 肢体不 自由養護学校 に在籍する

兇童生 徒 の 多 くが重 度 ・重 複障害児で あ る と理

解 で きる 。 川 間 （1996） は 、 障害の 軽度 な肢体

不 自山児は 現 在、地 域 の 小 ・中学校 に 在籍す る

傾 向に ある と指摘 し て い る 。 そ の ため 、肢 体不

自由養護学校に お い て 「準ずる教 育課程」に在

籍す る 児童生徒 は減少傾 向 にあ り、 併せ て 教科

指導 を担 当す る教 師の 数 も減少 して きて い る 。

そ こ で 川 間 （2004） に指摘 され る よ うに、肢体

不 自由養護学校で は、教 師の 教科指導に 関わる

指導技術の 不足 が懸念 され る 。 しか しな が ら、

特別支援教育 に おけ る肢体 不 自由養護学校 の 地

域支援 を考 える と 、 地域 の 小 ・中学校 に在籍 す

る 障害児に対す る指導内容や 方法を提供 し うる

存在 と し て 、教科指導の 専 門性 を担保 し て い か

な けれ ばな らな い と思 わ れ る。

　通常学級に在 籍す る肢体 不 自由児 に着 目す る

と 、 軽 度の 脳性 まひ児の 場合 、 運動面 の 障害の

み な らず、言語障害、視覚障害、聴覚障害等、

様 々 な障害を併せ もつ こ とが 多 く、その 状態は

個 人 に よ っ て 異 な る 。 しか し 、 安藤 ・山 下

（1995）に よれば、通常学級 を担任 す る教 師 は、

脳性 まひ児 に対 す る教 科指導 の 困難 さを身体 の

不 自由 に 帰属 させ や す い 。 また 、安藤 ・野 戸

谷 ・任 ・小 山 ・丹 野 ・原 ・松 本 ・森 ・渡邉

（2006） は 、 肢体不 自由養護学校 の 専 門性 を地

域支援 に い か して い こ うとする とき、 通常学級

にお い て 見逃 されや すい 脳性まひ児 の 認 知特性

と学習の 困難さ に対応 した教師支援の 方略モ デ

ル を開発 する必 要性 を示唆 して い る 。

　 そ こ で本研究で は、全 国の 肢体不 自由養護学

校に お ける地域 支援 の 現状 と課題 に つ い て 明 ら

か に し、今後の 肢体不 自由教育にお ける 地域 支

援 の 充実 に資す る基礎的 な知見 を得 る こ と を目

的 と した 。

皿　 方 　 　法

　 1　 対 　　象

　全 国 の 肢 体不 自由養 護学校 220校 （分校 を含

む） を対 象と した。

　 2　 手続 きお よび調査 期間

　郵送法 に よ る質 問紙調査 を行 っ た 。 質問紙 は

2006年 2 月 に依頼文書 とともに各学校に 1 部ず

つ 送付 し、 3 月 まで に 回収 した 。 質問紙の 回答

は 各学校 の 教頭 ま た は地 域 支援担 当者 に 依頼 し

た 。 回答 者の 選定 は各学校 に
…

任 した Q

　 3　 調 査内容

　質問紙 は、フ ェ イ ス シ
ー

ト 5 項 目、地域 支援

の 現状 に 関す る項 目11項 日、 地域支援 の 展望 に

関す る項 目 5項 目に よ り構成 した 。 回答 は 、 多

肢選 択式お よび自由記述式 とした 。 本 調査 にお

ける 「地域支援」は、地域 の小 ・中学校 に在籍

する特 別 な教育的 ニ
ーズ が あ る者 に対 す る支援

と規 定 した 。 したが っ て 、 本 人支援 の みな らず

教 師、保 護者 に対す る支援 も 「地域 支援」 に含

む もの で ある 。 な お、施 設併設 ・隣接型 養護学

校に お い て 小 ・巾学校等 との 間で 転出入する肢

体不 自由児童 生 徒 に 関 わ る 連携 に つ い て は 、

「地域支援」 に含 まない こ と と した 。

　 4　 分 　 　析

　質問項 目 ご とに 、欠損値 を除い て 集計 ・分析

した 。 なお、各項 囗に よ っ て 欠損値の 数が 異 な

るた め 、パ ーセ ン トな ど の 数値は項 目ご と の 有

効デ
ー

タ数 に対 して算出 した 。

皿　 結　　果

　 1　 回答校の概 要

　対 象校 220校 の うち 、 139校 か ら回 答が得 られ

た （回収 率69．5％ ）。 す べ て の 都道府県の 肢体

不 自由養護学校か ら回答が 得 られ た 。

回答校 の 学校種 は 、 肢 体不 自由単 置型が ll6校

（83．5％）、総合 ・併置型 が 23校 （16．5％ ）で あ

っ た ．なお 、総 合 ・併設 型 の 具体 的 な内訳 は 、

知 ・肢併設型 が 20校、病 ・肢併設型 が 1校 、 総
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合 型が 2校 で あ っ た 。

　回 答校の 設置形 態は 、単独型 が 92校 （66．2％ ）、

施設併設 ・隣接型 が 47校 （33．8％）で あ っ た 。

　各学校 の 常勤 教員 数は 8 〜 164人 の 範 囲 に あ

り、 最 も多か っ た の は 61〜70人 で あ る 学 校で 、

17校で あ っ た 。 教員 数 の 分布 はFig，1に示 した 。

常 勤教員は事務職員、介護職員、技師、非常勤

教 員 を除 く職員 と した 。

　 2　 校 内支援体制 の 整備

　 地域 の 小 ・中学校等 に対 して 地域 支援 を実施

して い る学校 は 119校 （85．6％ ）で あ り、そ の

うち校務 へ 位 置づ けて い る の は llO校 （92．4％）

で あ っ た 。

　校務 へ の 位置 づ けに つ い て は、新 たに分掌 を

位置づ けた学校が 51校で あ り、回答校 の 約半数

を 占め て い た （Fig．2 ）。

　 地域 支援 を校 務 に位 置づ け た時期 に つ い て

は 、 49校が 平成 16年度、 32校が 平成 17年度で あ

っ た。こ の こ とか ら、地域 支援 の 取 り組み を始

め た の は最 近 2 、 3 年で あ る こ とが 示 さ れ た

（Fig．3）。

　地域 支援 を実施 して い る学校 の 地域支援担 当

者の 人数 に つ い て は 、 2 人か ら 4 人 まで の 人数

配置が 多 く、合計60校で あ っ た （Fig．4）。

　 3　 支援の 実施 と内容

　地域支援の 対象地域 に つ い て は 、教育行政の
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Fig．1　各学校の 常勤教員数
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分掌 ・委員会によ らな い 担 当者 を置 い た

従 来 か らの 委員会内 に 位置づ け た

新 た に 委員会 を位置 づ け た

従来の 分掌内に位置 づ け た

新 た に 分掌 を位置づ け た

　 　 　 0　　　10　　 20 　　 30 　　 40　　 50 　　 60

　　　　　 　　　　　 校　　数

Fig．2 校務へ の 位置づ け方
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Fig．5 対象地域 の 設定

独自に 設定

　36，33．3％

養護 学校間 の

窃護，13，120 ％

20 25

区割 りに準 じて 設定 した学校 が 59校 （54．6％）、

学校独 自に 設定 した 学校が 36校 （33．3％ ）、近

隣の 養護学校 間 と の 協議に よ っ て 設 定 した 学

校 が 13校 q2．0％） で あ っ た （Fig．　5 ）。 なお福

祉 行 政 の 区割 りに準 じて 設 定 した学校 は み ら

れ なか っ た 。

　 肢体不 自由 を対象 と した 支援 と、肢体不 自

由以 外 の 障害種 を対 象 と した 支 援 の 内容 に つ

い て 「通常 学級 に 在籍 す る 子 どもへ の 支援」、

「地域 の 小 中学校 の 教 師 へ の 支援」 の 項 目ご と

に 4 つ の 観点を 設定 し 、自由記 述 に よ り回答

を求 め た 。 それぞれの 項 目に記述が あ っ た学校

数をTable　 1 に示 した 。 また、対象障害種ご と

に 「教科学習に 関す る こ と」 と して 挙 げ られ た
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記述 の 内容 を 、 挙 げ た学校 数 が多 い 順 に Table

2 に示 した 。

　肢体不 自山を対象 とした 支援 を行 っ て い る の

は 105校で あ っ た 。そ の 詳細 な内容 とし て は教

科学習 に 関す る こ と よ りも自立 活動 に 関す る こ

とが多か っ た 。 教科学 習 に関す るこ ととして挙

げ られ た 記述 の 中 に も、 体 育 の 授業 へ の 参加 、

書字、椅子や 机等 の学習環境 の 設定等の 身体面

へ の 配慮が多 く挙げ られ て い た 。

　
一方、肢体不 自由以外 の 障害種 を対象 と した

支援 を行 っ て い る の は102校で あ り、その 内容

は教科学習 に 関する こ とが多か っ た 。 肢体不 自

由を対象 とした支援 と比較 する と身体面 へ の 配

慮 の 記述が み られず 、 諸検査 の 実施、指導 内容

お よび方法、行動面 へ の 配慮等が 多 く挙げられ

て い た 。

　 4　 支援の 実績

　調 査実施時点 に お い て 、各学校 で支援対象と

して 位 置づ けて対応 して い る事例数 に つ い て 回

答 を求めた 。 継続 的 な対 応 を して い る事例数 を

Fig，6 に 、 1 回 の 対応 で 完結 した 事例 数 をFig．

7 に示 した 。 継続的 な対応を して い る事例数は、

1 か ら10 と 回答 した学校 が 44校 で 最 も多 か っ

た 。

一方で 、0 と回 答 した学校 も21校見 られ た 。

2 回の 対応 で完結 した事例数に関 して は、11か

ら20 と回答 した学 校が 24校 と最 も多 か っ た が 、

0人 と回答 した学校 も19校 あ っ た 。

　そ こ で、対応事例 数が 11〜30の 学校 と 0 の 学

Table　1　 支援内容 に関する 回答校

肢体不 自由

（全 105校）

肢体不 自由

（全 105校）

肢体不 自由以外
　 （全 IO2校〉

通常学級に

在籍する

子 ど もへ の 支援

教科学習に 関わ る こ と

自立活動に 関わ る こ と

進路 に 関 わ る こ と

子 ど もと の 相談

21校 （20．0％）

34校 （32．4％＞

17校 （16．2％＞

15校 （14．3％〉

32校 （31．4％）

21校 （20．6％）

16校 （15．7％）

19校 （18．1％）

地域 の 小 ・中学校

の教師へ の 支援

科学 習 に関わ る こ と

自立 活動に 関わ る こ と

進路 ・就学に 関 わ る こ と

研修等に 関 わ る こ と

53校 　（50．5％）
67校　（63．8％）

40校 （38．1％）

59校 （562 ％ ）

58校 （56．9％）
28校 （27．5％）

30校 （29．4％）

65校 （63．7％ ）

複数回答 ロ∫

Table　2　 教科学習 に 関 わ る 支援の 内容

肢体不 自由を対象 と し た支援 内容 肢体不 自由以外を対象 と した 支援内容

教材 ・教具 の 紹介

体育へ の 参加等 （身体面へ の 配慮を含む）

個別 の 指導計画 の 作成 に つ い て の 助言

書字指導に つ い て

教育相談 の 実施

指導内容
・方法

教材 の 提示 の 仕 方

学習環境の設定

教育課程編成 に つ い て の 助 言

進路に 関する こ と

発達検査等の実施

認知特性 に応 じ た 学習方法 の 助言

ケ
ー

ス 会議 へ の 出席

校

校

校

校

校

校

校

校

校

校

校

校

校

846554333221121 指導内容 ・方法

教材 ・教具 の 紹介

発達検査等 の 実施

行動面 へ の 配慮

教育相談 ・巡 回相談の 実施

教材
．
の 提示 の 仕 方

個別 の 指導計 画 の 作 成 につ い て の 助 言

実態把 握 の 方 法

学習環 境 の 設定

校内 の 支援体制に つ い て

コ ミ ュ ニ ケ
ーシ ョ ン

校内研 修へ の 講師の 派遣

ケ
ー

ス 会議へ の 参加

敲

鮫

厳

淞

喉

鮫

轍

鞭

鞭

鮫

厳

厳

厳

2
　

1
　

1
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Fig．6 継続的 な対応 を し て い る事例数
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Fig．7　 1 回 で 完結 し た 事例数

校 の 比較 をク ロ ス 集計 に よ り実施 した 。 それぞ

れ の 学校 が 支援の 対象 とする 障害種 に つ い て比

較 した とこ ろ、継続的な対応事例 数が 11〜30の

学校 に は障害種 を肢体不 自由 に 限定 して い る の

は 1校 （4％）の み で あ っ た の に 対 し、 0 の 学校

で は5校 （24％）見 られた （Table　 3）。 同様 に

1 回 で 完 結 した事 例 数 11〜30の 学 校 で は2校

（6％）、 0 の 学校で は 5校 （26％）が 肢体不 自由

に 限定 して い た 。 また 、 学校 の 設置形 態 に つ い

て 比較 した と こ ろ 、 事例数が 11〜30の 学校 も 0

の 学校 も単独 型 と施設併設 ・隣接型 の 割合 は ほ

ぼ等 しか っ た （Table　 4）。 その 他、地 域支援の

対象地 域 の 設定、校 務 へ の 位置づ け 、 校務 へ 位

置づ けた時期等 に よ り比較 を行 っ た が 、 い ずれ

も顕著 な差異 は認 め られなか っ た 。
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Table　3　対象障害種 の 比較

肢体不 自由以外 も対 象 肢体不 自由の み対象　　　合計 （校）

継続事例 数 O
　 　 　 　 ll〜30
1 同完結事例数0
　 　 　 　 1ユ〜30

16 （76％）

22 （96％）

14 （74％）

29 （94％）

5 （24％）

1 （4％）

5 （26％）

2 （6％）

13Q

り

ー

ウθ

211

Table　4　設置形態の 比

単　独 併　設

継続 事例数 0
　 　 　 　 11〜30
1回完結事例数 0

　 　 　 　 11〜30

14　（67％）　　　　7　（33％）

18　（78％）　　　　5　（22％）

14　（73％）　　　 5　（27％）

20　（65％）　　　　11　（35％）

N 　考　 　察

　 1　 地域支援の 実施状況

　 本 調査の 回収 率 は 69．5％ で あ っ た 。 なお 、 す

べ て の 都道府県の 肢体不 自由養護学校か ら回答

が得 られた 。

　 地域 支援 を実 施 して い る 学校 は 85．6％ で あ

り、ほ とん ど の 学校が 地域 支援 を校務 に位置づ

け て い る こ とが示 され た 。 しか し 、 事例数 をみ

る と 1 回で 完結 した事例 、 継続的 な事例 と もに

11〜30事例に集中 して い る
一

方で 事例 が 0 と い

う学校 も少 なか らずあ っ た。事例 数が 11− 30の

学校 と 0 の 学校 との 間 で比 較 を実施 した結果か

ら 、 事例 数が 0 で ある学校 に は 、 支援の 対 象障

害種 を肢体不 自由の み に 限定 して い る場合 がや

や多 い 傾 向が 看取 で きたが 、そ の 他 の 要因 に つ

い て は顕著 な差異 は見 られ なか っ た 。 事例 数が

少数に とどまっ て い る学校が あ る背景等に つ い

て は、今後さ らに検討する必 要が ある で あ ろ う。

地域 支援 の 対象 地域 に つ い て は 、 「今 後の 特 別

支援 教育の在 り方 に つ い て （最終報 告）」 に お

い て、盲 ・聾 ・養護学校、小 ・中学校、児童福

祉施設 、 保健所 、 医療機関等の 関係諸機関が協

働す る た めに 、都 道府県 等 の 自治体が 「支援 地

域」 を設 定 して取 り組 む こ とを提 言 して い る 。

し か し な が ら 今 回 調 査 し た 結 果 に よ れ ば 、

54．6％ の 学校 が教育行政 の 区割 りを参考 に し て

支援 地域 を設 定 し、33．3％ の 学校 が独 自に支援

地域 を設定 して い た 。 近 隣の 養護学校間で の 協

議 に よ っ て 決 定 して い る 学校 は 12．0％で あ り、

関係諸機関 と の 効果 的な協働 を 目指 した 「支援

地 域 」の 設定に は課題 が ある と捉 え られ る。 ま

た 、 川 間 （1996） に よれば 、 肢体不 自由養護 学

校 は数 が少 な く、 県に 1 、 2校 しか な い 場合 が

多 い
。 こ の よ うな学校の 場合 、 単純に教 育行 政

の 区割 りを採用 す る と 「支援地域」 が広 範囲に

及 ん で し まうこ とが 考え られ る 。

　 2　 地域支援 の 内容

　肢体不 自由以外の 障害種 を対象 とした支援 の

内容 は 教科学習 に 関 わ る こ とが 多 い の に対 し

て 、肢体不 自由 を対象 と した支援 の 内容 で は、

自立活動に 関す る こ とが 多 く、教科学習 に 関す

る こ とに おい て も身体 面へ の 配慮が多 く挙 げ ら

れて い た 。 こ の こ とか ら 、 通常学級 に在籍す る

肢 体不 自由児に対す る支援の 内容は 、認知特性

を考慮 した教科学習 に 関わ る こ とは 少 な く、 身

体の 不 自由さ に 着 目した支援 が 主 と し て 行 わ れ

て い る状況が うかが える 。 こ れは通 常学 級の 教

師が肢体不 自由児 の 教科指 導の 困難 さを肢体不

自由 とい う障害 に帰属 させ や す く （安藤 ・山下 ，

1995）、肢体不 自山児 ・
者 の 認 知特性 は 通常 学

級 にお い て 見逃 されやす い （安藤 ら ， 2006） こ

とと関連 して い る と考 え られ る 。

　 以 上 の こ とか ら、肢体不 自由養 護学校 に は、

通 常学級の 教師 に対 して、肢体不 自由児の 認知

特性 と学習の 困難 に対す る気づ きと理解 を促進

す る 支援 を行 うこ とが 求 め られ る と示 唆 され

る 。 しか しなが ら、その よ うな視点に立 っ た 支

援 は行 われて い ない 現状が 看取 で きる 。 肢体不

自由養 護学校にお い て は、認知特性や学習の 困

難 さ を考慮 した 教科指導の 専門性を 再考 し、そ

の 専門性 を もと に した地 域支援 を構 築 して い く

こ とが 今後 の 課 題で あ る 。
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Present  Conditioll and  Problems  en  Regional Support in

         Schools for the Physically Challenged

Takao AINDO,  Noriyuki WATANABE,  Mihoko  MATSUMOTO,

  Yongtae  LIM,  Nobuhiro  KOYAMA  and  Takahito  TANNO

  The  purpose ofthis  study  was  to investigate the present condition  and  problems  on  regional  support

that schools  for the physically challenged  have been doing for pupils with  disabilities ancl  their teach-

ers in elemcntary  and  middle  schools.  The subjects  were  two  hundred  and  twenty schools  fbr the

physically challenged  (collection rate  69.5%). The  questionna{re was  adrninistered  to 220  teachers

(vice-principal or  regional  support  teacher,  1 teacher  a sehool).  The  results are fo11owing: 1) 119

scheols(85.6  %) have been doing regional  support.  Of  those schoels,  1 10 schools  have  regional  sup-

port as  one  oftheir  school  affairs.  However, the number  of  cases  that  one  school  canies  are  onlya  few

or  some.  2) 105 schools  are  doing regional  support  for pupils with  physical disabilities. Most supports

for them  are  abeut  Jiritsu-Katsudo. In addition,  most  supports  in subject  learning are  alse  concerning

physical disabilities; the participation in physical education,  leaming enviroiunent  (fbr example,  desk

and  chair) and  so on, These  results suggest  that scheols  for the physically challenged  have to de more

regional  supports  based en  cognitive  characteristics ofthe  pupils with  physical disabilitics to the teach-

ers  in elementary  and  middle  schools.

Key  Words:  regional  support,  school  for the  physically challenged,  special  support  education
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